
平成 22 26 9年度　（ 5 年間）

（H22当初） （H24末） （H26末）

Ａ1　
番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

A1-1-1 下水道 一般 長門市 直接 - 汚水 新設 東深川処理区汚水枝線 9.6ha 214.8

A1-1-4 下水道 一般 長門市 直接 - 汚水 新設 東深川処理区汚水管 測量・調査・実施設計等 4.1

小計 218.9

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

小計 0

番号 備考

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

C-1-1 下水道 一般 長門市 直接 - 東深川処理区汚水枝線 17.4

小計 17.4

番号 備考

C-1-1

最終目標値

社会資本総合整備計画　事後評価書 平成28年3月10日
計画の名称 長門市における水の安全・安心の実現

計画の期間 年度　～　平成 交付対象
計画の目標

下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な生活環境を創造する。

　　計画の成果目標（定量的指標）

①下水道処理人口普及率を95.5％（H22）から99.1％（H26）に増加させる。

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
236.3 Ａ 218.9 Ｂ 17.4

事後評価
実施体制、実施時期 事後評価

実施体制 実施時期 

効果促進事業費の割合
7.4%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

長門市建設部内において、事後評価を実施。

平成27年度

公表の方法

長門市ホームページに掲載

0 Ｃ

長門市

長門市

１．交付金事業の進捗状況

Ｂ　関連社会資本整備事業

下水道事業

事業者
省略
工種

要素となる事業名

番号 事業者
省略

要素となる事業名
事業内容

市町村名
全体事業費
（百万円）工種 （延長・面積等）

一体的に実施することにより期待される効果

事業実施期間（年度）

Ｃ　効果促進事業

1.4ha 長門市

番号 事業者
省略

要素となる事業名 事業内容 市町村名

99.10%

一体的に実施することにより期待される効果
基幹事業（A1-1-1）である枝線と接続した枝線整備を一体的に行うことにより、処理人口の普及率向上に資する。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

指標①下水道処理人口普及率

全体事業費
（百万円）工種

Ⅰ定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況
汚水枝線部の区域において、汲み取りや浄化槽から公共下水道への切り替えにより、公共水域の水質改善や公衆衛生の向上に寄与した。
東深川処理区において、汚水枝線の整備により供用開始区域を新たに7.19ha告示することが出来た。

Ⅱ定量的指標の達成状況

定量的指標 最終目標値 最終実績値 目標値と実績値�に差が出た要因

３．特記事項（今後の方針等）

96.30%
地元同意が得られない地区の整備がすすめられなかったことと、これらの地区での処理区
域人口の減少が想定以上であったため。

東深川処理区

東深川処理区

新設

下水道整備について、管渠施設の概成に向けて地理的条件や地元要望を踏まえて整備を進めるとともに、水洗化率のさらなる向上に向け、広報等を通じ接続促進の啓発活動に努めて行きたい。

長門市

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況
（必要に応じて記述）

①
下水道処理人口普及率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　下水道を利用できる人口（人）/総人口（人）
95.5％ 97.5％ 99.1％



計画の名称

計画の期間 交付対象

長門市における水の安全・安心の実現

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 　　山口県　　長門市

A1-1-1 東深川処理区汚水枝線、
A1-1-4 東深川処理区汚水管、

東深川処理場

東深川処理区東深川処理区東深川処理区東深川処理区

凡 例

認可区域

基幹事業箇所

処理場

効果促進事業箇 C-1-1 東深川処理区汚水枝線、

A1-1-1 白潟地区汚水準幹

A1-1-1 下川西第２地区汚水準幹

A1-1-1 上川西地区汚水準

A1-1-1 三ノ瀬地区汚水準幹


